
【資料４】
第３回高知県産業振興計画フォローアップ委員会

平成24年１月24日平成24年１月24日

重点施策の平成24年度以降の進め方（案）について重点施策の平成24年度以降の進め方（案）について

（目次）

・防災関連産業の振興に向けた取り組み ・・・・・・・・ １

新エネルギ を産業振興に生かす ３・新エネルギーを産業振興に生かす ・・・・・・・・・・・・ ３

・これからの中山間対策と中山間地域の将来像 ・・・ ５



南海地震対策の加速化と併せた防災関連産業の展開 

テーマ：防災関連産業の振興に向けた取り組み 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

成長が期待される背景 こ れ ま で の 取 り 組 み  今 後 の 取 り 組 み 

県内における意見（アンケート結果より） 

 

◎防災関連製品の新たな商品化や、既存製品のブラッシュアップから開発した製品の「地消」・

「外商」までステージに応じた総合的な支援の実施 

目 的 

 
１ 「防災産業交流会」の開催 ［ステップ１］ ～防災産業の事業化に向けた連携促進～ 

「防災分野の地産地消」の意識醸成、防災関連製品･技術の情報共有､市町村での購入に向けた 

ネットワークづくり 

・「防災産業交流会」でニーズとシーズのマッチング、アイデアの具現化、既存製品をブラッシュ 

アップ（構成メンバー：企業、大学、市町村、自主防災組織、専門家、県（公設試験研究機関）） 

・防災産業推進コーディネータによるアドバイス 

２ 防災関連製品の開発・改良支援 ［ステップ２］ ～「地産」の促進～ 

「メイドイン高知」の防災関連製品や技術の設計開発を促進し、早期事業化を推進 

・「ものづくり地産地消推進事業費」を活用した試作開発支援（防災枠の新設） 

・工業技術センター等による分析試験、技術指導 

・産学官連携会議に「防災研究会」を設置し、研究開発・技術開発を促進 

３ 県内市場の開拓支援 ［ステップ３］ ～「地消」の促進～ 

県内でのＰＲと公的調達の加速化 

・市町村への説明会（県内製品プレゼンテーション）を実施し、公的調達を促進 

・ものづくり技術展示会（防災ゾーン）［H24.11］への出展 

・防災フェアや防災訓練でのＰＲ、量販店等での展示販売 

・「高知県モデル発注制度」に防災枠を設置し、公的調達を推進 

・防災総合補助金を活用した市町村等での県内製品の購入 

４ 県外市場の開拓支援 ［ステップ４］ ～「外商」の推進～ 

県内製の防災関連製品や技術を全国にアピールし県外市場を開拓 

・防災関連展示会への出展支援（危機管理産業展[H24.10]､震災対策技術展[H25.2]等） 

・県や産業振興センターによるトップセールスを実施 

・「高知県モデル発注制度」に認定された製品を「トライアル発注全国ネットワーク」のホーム 

ページに掲載し、県内外に向けて幅広くＰＲ 

今後の施策 予算要求中 

１ 防災関連産業のアンケート実施 

◇県内企業の防災関連製品や、災害関連工法等の実態調査 

を実施［H23.8］ 

・発送数：1,021、有効回収数：236 票（回収率：23.1％） 

・防災関連製品取扱社数：51 社／236 社 

［取扱分野（複数回答）］ 

防災用品（36％）、避難設備（20％）、警報設備（14％）、 

      災害復旧（12％）、その他（40％） 

・防災フェア等への出展希望又は検討：46 社／236 社 

      （出展したい：21 社、検討したい：25 社） 

２ 県内企業による防災分野の「ものづくり地産地消」の 

取り組み 

◇高知県ものづくり企業体（高知県工業会有志８社）による 

「マルチ照明装置」の製作 

    ・既存の発電機で作動し、クレーンに装着させることで 

多目的利用が可能な「マルチ照明装置」を開発 

   ・「よさこい祭り（高知駅前演舞場）」や「佐古まつり（香 

南市）」でデモを実施 ［H23.7～8］ 

◇津波避難施設に設置する手巻き式ゴンドラ 

◇震災時等の緊急災害時に対応できる衛生設備（トイレ） 

◇高品質なコアと方位の分かるコアの同時採取装置 など 

◇雨の侵入と粉塵の飛散を防止する簡易屋根トラス  など 

【防災関連製品を開発・販売するうえで困っていること】 

１ 商品開発・ものづくり分野 

・ニーズのあるユーザーとの接点が少ない 

・製品評価のための実証フィールドが欲しい 

・商品実用化のためのブラッシュアップを加速化したい 

・相談相手となる専門家が欲しい（技術面・事業化面） 

・商品開発のための資金が十分でない 

２ 県内外への販路開拓分野 

・商品の知名度が低く、県内での製品ＰＲの場が欲しい 

・公的調達を推進してほしい（県外に営業に行くと、公的 

機関への導入状況を聞かれるため） 

・展示会等への出展経費の捻出が難しい 

現     状 

１ 自然災害の経験を防災に生かしてきた素地がある 

台風や南海地震などの自然災害を数多く経験する中で、 

官民をあげて重点的な取り組みを進めてきた。 

その結果、県内には、特色のある防災関連の製品や技術 

も生まれている。 

【県内製品等の例】 

１ 普段から災害時に備えておく防災商品  

 造花インテリア兼防災グッズ、避難キット、 

非常用保存ウェットタオル、ＬＥＤ防災ライト、 

手動開閉ゲート用の予備動力装置、水位観測計 ほか 

２ 災害発生時の安全確保のための製品・技術  

避難誘導灯、道路用避難誘導矢印、避難階段、 

津波避難タワー、救難艇、高架式避難施設 ほか 

３ 災害直後の救援活動を支える製品・技術  

マルチ照明装置、雨水貯留飲用水造成装置、 

災害時生活用水供給設備、災害時用のトイレ設備、 

バイオトイレ、避難所仮設間仕切りﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ ほか 

４ 被災後の復興活動を支える製品・技術  

圧入工法、パワーショベルのアタッチメント、 

高所作業用クレーンのケーブルレス監視カメラ 

水陸両用泥上車 ほか 

防災産業の振興に向けた考え方 

 南海地震への備えと連動させた防災関連産業の振興を  

 図るため、県内の防災関連の需要を県内企業の商品で 

 満たすための｢地産地消｣の取り組みや、全国の需要を 

県内企業が取り込んでいく「地産外商」の活動を支援 

                   ↓ 

官民協働で南海地震への備えを進めることで「安全性 

の高まり」と「県経済の活性化」を同時に実現していく 

２ 防災意識の高まりを受けて需要増が見込まれる 

東日本大震災後の南海地震対策に対する県民の意識や、 

全国的な防災意識の高まっており、防災関連産業は、 

今後、大きな需要が見込まれる分野だと期待される。 

 

○防災産業交流会への参加数：150 

○ものづくり補助金を活用した製品開発：5 件 

○ものづくり総合技術展への出展：20 社 

○各市町村で県内製品等の導入が始動 

○各種展示会や見本市への出展：4 回、28 社 

 

平成 24 年度の目標 
 

◆競争力のある製品が生まれ、見本市等により積極的 

   に販路拡大がなされている 

◆メイドイン高知の製品に対する評価が高まり、県内外 

での導入が進んでいる。 

・ものづくり補助金を活用した製品開発件数： 20 件 

・県内全市町村への県内製品の導入件数 ：100％ 

4 年後の姿と目標値 
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防 災 関 連 産 業 の 振 興

背景 目的 防災関連産業 分野（想定）

１ 普段から災害時に備えておく防災商品
２ 災害発生時の安全確保のための製品・技術
３ 災害直後の救援活動を支える製品 技術

南海地震への備えと連動させた防災関連産業の振興を図るため、県内の防災関連の需要を県内企業の商品で
満たすための「地産地消」の取り組みや 全国の需要を県内企業が取り込んでいく「地産外商」の活動を支援

背景・目的 防災関連産業の分野（想定）

３ 災害直後の救援活動を支える製品・技術
４ 被災後の復興活動を支える製品・技術

満たすための「地産地消」の取り組みや、全国の需要を県内企業が取り込んでいく「地産外商」の活動を支援。

防災産業

→ 官民協働で南海地震への備えを進めることで「安全性の高まり」と「県経済の活性化」を同時に実現していく

先進県こうち
南海地震対策
公的資金
民間資金

メイドイン高知の「防災関連製品・技術」の地産地消・外商活動 ～ 展開イメージ ～

究 推進

全国発信支援

県 広報 路開

県内でのＰＲ･
購入促進支援 ﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾏｯﾁﾝｸﾞ

企業集積
民間資金

産学官連携会議
（防災研究会）

研究開発・技術
開発の推進

研究開発の推進
県外への販路拡大

（危機管理産業展等の
見本市･商談会への出展等）

防災分野のものづくり促進

商品開発支援

県内での広報・販路開拓

危機管理や
災害対策の

（防災研究会）

交流会発の
研究ニーズ

（市町村向けﾌﾟﾚｾﾞﾝ、防災
ｲﾍﾞﾝﾄ・ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ等でＰＲ）

ステップ４
～「地産外商」段階～ トップ

セ ルス

見本市 商談会への出展等）

防災分野のものづくり促進
ステップ３

～地産地消の「地消」段階～

企業群の集積
研究

企画募集・
商品企画支援

（防災関連の商品や技術
の企画設計・開発・改良）

セールス

ステップ２
～地産地消の「地産」段階～

防災産業交流会の設置

【メンバー】
企業･大学

（アイデアの具現化、
既存商品ブラッシュアップ）

防災産業推進コ ディネ タの配置
ステップ１

（動機づけ・事業化段階）

商品のそのもののブラッシュアップ支援
商品のアピール力のブラッシュアップ支援

企業･大学
市町村･県
公設試

自主防災組織
＋

防災産業推進コーディネータの配置
○防災産業交流会に参画し、きめ細かな企業訪問
○営業先（行政･量販店等）の開拓・人脈づくり
○展示会後のフォローアップ

ステップ３：市場開拓支援（県内） ステップ４：市場開拓支援（県外）
ステップ１： ステップ２：製品開発･改良支援

＋
専門家

（事業化支援）

＜交流会の段階から参画＞ ＜ものづくりの段階から販路開拓まで寄り添いながら支援＞
展示会後 ォ ッ

○商談先への同行営業（企業ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ等とも連携）

テップ１
新たな開発･改良のきっかけづくり

《ＰＲの推進》

県内製の防災関連商品や技術を全国
にアピールし、県外市場を開拓県内でのﾒｲﾄﾞｲﾝ高知の製品・技術のPRと

市町村や県による公的調達の加速化
メイドイン高知の防災関連製品･技術の
設計開発の促進､早期事業化の推進

「防災分野の地産地消」の意識の醸成
・防災関連の製品や技術の情報共有

《ＰＲの推進》
・県内製品のカタログ作成
・ものづくり総合技術展(防災ゾーン)出展

《ＰＲの推進》
・防災関連の主要展示会への出展

危機管理産業展（東京ビッグサイト）
震災対策技術展（パシフィコ横浜）
地域防災防犯展（インテ クス大阪）

《ものづくりの推進》
・ものづくり地産地消補助金（防災枠）
・工技センター等による分析試験･技術指導《官民協働の推進体制の整備》

防災関連 製品 技術 情報共有
・市町村での導入促進に向けた、企業と
行政担当者とのネットワークづくり

り総合技術展(防災 ) 展
・防災フェアや防災訓練での展示
・量販店やホームセンターでの展示販売

《公的調達の促進》

地域防災防犯展（インテックス大阪）
中小企業総合展（東京ビッグサイト）

・こうち産業振興基金による企業の出展
経費への助成

技 ンタ 等 よる分析試験 技術指導
※安全性やコストパフォーマンスの評価

・こうち産業振興基金による新商品の開発
経費への助成

《官民協働 推進体制 備》
～防災産業交流会での検討の流れ～
［局面１］
・既存製品や技術のPR（企業）
ニ ズ情報の発信（行政 自主防災組織等） 《公的調達の促進》

・市町村等での調達に向けたプレゼンテー
ションの場の設定

・防災総合補助金を活用した市町村等での

経費 の助成
・トップセールス（県･産業振興ｾﾝﾀｰ）

展示会や県内製品ｶﾀﾛｸﾞ等でのｱﾋﾟｰﾙ
官公庁への売り込み

東京 大阪の企業 デ ネ タ等に

・ニーズ情報の発信（行政・自主防災組織等）
［局面２］
・ﾒｲﾄﾞｲﾝ高知の製品開発の検討(機運の高まり)
・製品や技術の導入に向けた検討（行政･企業）

【防災産業交流会のポイント】
①県内ニーズに対応した新たな商品開発･
技術開発 き づく

出展後のフォロー
＊商品のブラッシュアップ支援

防災総合補助 を活用 市 村等
県内製品の購入
・県としての購入

・東京・大阪の企業コーディネータ等に
よる出展支援

製 技 導 検討
・新たな研究ﾃｰﾏの掘り起こし（大学・企業等）
［局面３］
・事業計画や販売計画の策定（企業・大学等）

技術開発のきっかけづくり
②全国レベルの市場ニーズに対応する
ための既存商品のブラッシュアップ
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木質バイオマスエネルギーの導入促進
３，今後の利用拡大に向けた取り組みの方向性（課題への対応）

ア、効率的な事業展開

１，これまでの取組みにより着実に前進

「木質バイオマスボイラー導入状況」

「木質バイオマス燃料の県内供給状況」

◆ペレット製造施設

◆持続可能な地域循環システムの仕組みの検討 ◆集約型地域熱利用の可能性を調査

宿泊施設

木質バイオマスボイラ 導入状況」
基金事業を活用し、３年間で木質バイ

オマスボイラーが大幅（１１８台増）に
増加 【 (H23年度末見込み】
◆合計台数 １３９台
◆分野別の割合

６個所（生産可能能力６，５００ｔ）
◆燃料用チップ製造施設

２個所

大型の温湯式ボ
イラ による熱

◆分野別の割合
・園芸施設 １１３台（８１％）
・冷暖房施設 ８台（ ６％）
・温泉施設 ７台（ ５％）
・その他（養鰻施設等） １１台（ ８％）

「石炭との混焼による木質バイオマス発
電の取り組み状況」

◆住友大阪セメント(株)須崎工場で実施
・平成２１年度実施量 約２万３千トン

木質燃料の共同配送シス
テム

福祉施設

イラーによる熱
供給

文化・教育

２，林業・木材産業の再生の中での木質バイオマスの基本的考え方

地域協議会

文化 教育
施設

高知県の人工林
イ、木質バイオマス発電

灰の共同処理システム

地域協議会高知県の人工林
◇民有林面積 29万9千ha

蓄積 1億2,631万m3
◇国有林面積 9万ha

蓄積 1,998万m3

◆木質バイオマス発電の推進

蓄積 , 8万
◇年間成長量 305万2千m3

○林業での雇用

の確保・安定

○県内機械産業

○森林環境の保全

○資金の県内循環

森林資源を
活かす仕組
みづくり 売電及び熱利用の併用等

高知県産業業振興計画
【木質バイオマス利用の拡大】

ウ、総合カスケード利用に向けた新たな展開

◆多様な用途への対応を考慮した総合カスケード利用の検討と供給体制の整備

○県内機械産業

との連携

【木質バイオマス利用の拡大】

地産地消の推進

販売力の強化

木材本来
の用途

加工・流通基盤の強化
20.6万m3

原木の増産
42万m3

◆多様な用途 の対応を考慮した総合カスケ ド利用の検討と供給体制の整備

まずは建築材料等として利用
Ｈ２２

地産外商による販
路拡大

増産も含めた木質バイオマス発生量
林地残材21万6千トン＋端材等16万4千トン

の用途→30万m3
→35.5万m3

→62万m3
→65万m3

チップ利用

原木の収集
○森の工場の推進

【主な用途】
《エネルギー利用》
○ボイラー用等燃料
温泉施設や園芸施設、公的な施設など比較的大型のボイラーに対応（広い設置スーペスが必要・機器
が高い）

→Ｈ２7
→Ｈ33

林地残材21万6千トン＋端材等16万4千トン

これら森林資源を余すことなく活用

木質バイオマス利用の拡大

○自伐林家等の収集
システム
の構築

が高い）
《マテリアル利用》
○製紙用原料 ○ボード ○ガーデニング など

【主な用途】

具体的取り組み

木質燃料等の
安定供給

木質バイオマス利用の拡大

外的要因による価格変動に左右されることなく、化
石燃料より安価で安定した価格と供給の仕組みをつ
くることで、地域の豊かな森林資源を有効に活用した
取り組みを推進する。

おが粉利用

【主な用途】
《エネルギー利用》
○ボイラー等燃料用
温泉施設や園芸施設、公的な施設など比較的大型から中型の施設に対応（少し広めの設置スーペスが
必要・機器が高い）

《マテリアル利用》

木質バイオマ
ス発電

施設園芸等の
熱利用

取り組みを推進する。 《マテリアル利用》
○家畜敷料 ○オガ炭 ○菌床原料 ○堆肥原料 ○ペット用品 など

【主な用途】
《エネルギー利用》

木質バイオマス利用拡大に向けた目標値
H21年度実績 22万7千トン → H27年度 34万トン → H33年度 38万トン

木質ペレット利用

《エネルギー利用》
○ボイラー等燃料用
温泉施設や園芸施設、公的な施設や家庭用ストーブなど小型の機器に対応（設置スーペスは少なくて良
い）

《マテリアル利用》
○ペット用品 ○園芸用マルチング材 など

木質バイオマス利用の拡大に向けた課題
◇木質燃料 ◇燃焼灰 ◇機器の導入
・安定した価格 ・回収コスト ・導入コスト

安定供給 処理 ト
○ ット用品 ○園芸用マルチング材 など

・安定供給 ・処理コスト
・配送コスト
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これからの中山間対策と中山間地域の将来像（案）
こうち型中山間○○○○○○○の確立へ １０年後の姿(４年後） 集現 状

目標：１人ひとりの生活を守る 地域内人材の活用と地域
外人材により地域の担い手
づくり

だ
れ

地域の人材

こうち型中山間○○○○○○○の確立へ １０年後の姿(４年後）

目標：防災に強い地域づくり

集
落
が
維
持

・
人

現 状

◆「飲料水」や「生活物資」の確保
○集落の飲料水供給施設の維持に向けた仕組みづくり
○「移動販売」や「集落生協」などの地域での仕組みづくり

◆生活を支える「移動手段」や物流の確保
○高齢者等の生活交通の確保に向けた仕組みづくり
○地域の物流を支える仕組み

◆生活に欠かせない情報基盤の整備 ◆鳥獣被害対策の推進

づくり

れ
も
が
中

地域活動の拠点である「集

集落の拠点

◆みんなで学ぶ防災学習の推進
○家族での防災学習の推進（「備えち き の全戸配布）

持
で
き
て

人
口
減

集
落
の

働
く
場

～防災をきっかけとしたコミュニティー機能の強化と
地域間連携の推進～

地

域

◆生活に欠かせない情報基盤の整備
○携帯電話、ブロードバンド、地デジ等への対応強化

◆鳥獣被害対策の推進
○深刻化する鳥獣対策への組織的な取り組みの強化 中

山
間

落活動センター」の整備

拠点ビジネス
◆命の道の整備
○中山間地域の実情に沿った道路の整備等

○家族での防災学習の推進（「備えちょき」の全戸配布）
○学校での学ぶ防災学習の推進（防災キャンプ等）
○地域での学ぶ防災学習の推進（講演会等）

◆みんなが参加防災訓練の実施

い
る

減
少
・

の
消
滅
の
危
機

場
所
が
な
い
。

◆住環境の整備
○環境に配慮した高齢者にやさしい住宅の整備

地域ぐるみの活性化に向けた仕組みづくり

間
地
域
で

全市町村において整備完了

３４市町村 （１７市町村）

◆みんなが参加防災訓練の実施
○県が呼びかける防災訓練の実施
○自主防災会が行う訓練体制への支援

◆みんなでつくる避難計画

担
い
手
が

高
齢
化

機
。
コ
ミ
ュ
ニ

安
定
し
た

引き続き生活できる環境づくり

こうち型集落営農

産

地域ぐるみの活性化に向けた仕組みづくり
これまでの地域の活動を担ってきた、市町村、農協、社会福祉協議会等に地域団体などの

取り組みに加え、外部人材等の導入を図りながら、新たに産業、福祉、生活等の活動を集落
連携で一体的に推進する「集落活動センター」の取り組みを付加

で
一
定
の移住・定住

◆みんなでつくる避難計画
○津波避難計画等の策定や見直しの推進

が
い
る

化
が
著

テ
ィ
ー
機
能

収
入
を
得
る

中
山
間

営農数

１００集落 （３２集落）

高
齢
者

目標：暮らしを支える産業づくり

集落活動センター

・共同作業、伝統行事など集落活動のサポート
・福祉、生活面でのサービス提供
・地域でお金が回る仕組み（経済活動）

の
収
入
を

県窓口（県移住・交流コン
シェルジュ）を通じた移住者

５００人 （２００人）

移住 定住

農協等
地域団体

社会福祉
協議会

将

著
し
く
進

能
が
維
持
で

る
こ
と
が
で

間
対
策
を

New 業
が
生
き
生
き

◆基幹産業としての「第一次産業」の振興
○産業振興計画の推進・・・第一次産業の抜本強化

・農業振興、林業振興、水産業振興
○地域における「地域アクションプラン」の推進

地域でお金が回る仕組み（経済活動） を
得
な
が

・新エネルギー発電量（推計）
１０７百万kW →４０７百万kW

・電力需要に対する率
２．３％→８．７％

新エネルギー

①安心・安全サポート

②生活支援サービス⑧環境保全活動 集落活動の拠点

将

来

像

進
展

で
き
な
い
。
日

で
き
な
い
。
地

を
抜
本
強 き

し
て
い
る

◆建設業等の新事業展開、新分野進出
○建設業の新分野進出に向けた体制づくり

◆中山間の生活を支える産業づくり

が
ら
、
安自主防災の組織率

地域防災

②生活支援サ ビス⑧環境保全活動

⑦特産品づくり・販売 ③集落活動サポート集
落

集
落

集
落

像
日
常
生
活
に

地
域
の
担
い
手

強
化

防
○小さなビジネスの推進

・地域の活性化、コミュニティービジネスの推進
○拠点ビジネスの推進
・多角的経営を基本とする地域拠点ビジネスの推進
・こうち型集落営農の６次産業化の推進

心
し
て
暮

１００％達成（８０％）

地域の実態に合わせた交通

移動手段 働
く

④行政サービス代行

⑤交流・定住サポート

⑥農産物等の生産、販売 旧小学校区単位を想定
（集落連携による活動）

不
便
を
感
じ

手
が
い
な
い

災

◆地域特性を生かした新たなビジネスの創出
○新エネルギーの推進
・木質バイオマスの推進
・太陽光発電、小水力発電等の拡大

○介護ビジネス、防災ビジネス等の新事業創出

暮
ら
し
て

生活基盤

地域の実態に合わせた交通
の仕組みづくりが完了する。
（地域有償運送、コミュニ
ティーバス等）

く
場
が
あ
る

ＮＰＯ
民間
企業

市町村

じ
る
。

い
。

高知ふるさと応援隊

生

◆地域観光の推進
○地域の観光資源の発掘、磨き上げ
・地域の産物を活用した土産品づくりの推進

○地域における観光拠点の整備
「道の駅 等を核とした観光と物産の 元的な地域情報

安心・安全の確保

目標 ともに支えながら 健康で生き生きと暮らす

て
い
け
る

・集落等の飲料水施設の整
備、改修がすべて完了す
る

・「食」の確保に向けた仕組
みが整う

生活基盤 る

支

活

◆高齢者等へのきめ細やかな対応
○高齢者等の集いの場の確保

・あったかふれあいセンターの整備
○１人暮らしの高齢者等の見守り活動の仕組みづくりの構築

◆医療提供体制の確保
○地域の医療資源（病院、診療所）の確保

・医療従事者の確保、提供体制の整備
○へき地医療の確保

・「道の駅」等を核とした観光と物産の一元的な地域情報
の発信

・地域の物産の販売体制や拠点づくりの推進
○地域の人材育成
・人材育成塾等を通じた地域観光の担い手の育成
・観光ガイドの育成、技術の向上
社会教育 学校教育における本県の文化 歴史等の学

目標：ともに支えながら、健康で生き生きと暮らす る
地
域
の

あったかふれあいセンター
（サテライトを含む）が、旧市
町村単位のすべてに設置さ

高知型福祉

支
え
合
い
の

実態や課題を把握！！
福

◆在宅生活を支える医療 介護 福祉の連携体制づくり

○１人暮らしの高齢者等の見守り活動の仕組みづくりの構築
・見守り活動の仕組みづくり

○在宅介護サービス、障害福祉サービスの確保、充実
・へルバーの養成、サービス拠点の整備

○へき地医療の確保
・体制の維持（自治医療大学による医師の確保、代診医
療制度の充実、無医地区巡回診療）

○在宅医療サービスの充実
・在宅医療従事者の養成、レベルアップ、提供体制の構築

○歯科診療の充実
・在宅診療の充実 連携体制づくり 離島住民への対応

◆二地域居住の推進
○交流、観光から二地域居住への推進

移住 交流 シ ジ 配置拡充

・社会教育、学校教育における本県の文化、歴史等の学
習の機会の確保 の

実
現

れ、地域に定着する。（１０
０％設置）

の
仕
組
み
が

平成２３年度
集落実態調

救急医療

祉

医◆在宅生活を支える医療、介護、福祉の連携体制づくり
○医療・介護・福祉連携体制のネットワークづくり
・医療、介護関係者による支援のための連携体制の強化

・在宅診療の充実、連携体制づくり、離島住民への対応
○救急医療の確保

・ドクターヘリの運航とランデブーポイントの確保

・移住・交流コンシェルジュの配置拡充
○二地域居住から定住への推進
・クラインガルテン、お試し住宅の整備促進

が
で
き
る

集落実態調
査の実施

ドクターヘリ運航後、３０分以
内に医師による救急医療が
提供される。

医

療
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